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１．不確実性が高まる世界と
”Connected Industries”政策
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不確実性が高まる世界（１）
 近年、地政学リスク、米中貿易戦争、ブレグジット、ポピュリズム、保護主義、サイバー攻撃等、
かつてなく不確実性が高まっている。

 この他にも、企業は、不連続な技術革新や自然災害、予期せぬ規制の変更等、様々な不確実
性の高まりに直面している。

 不確実性は企業のグローバル展開や投資を阻害。デジタル化投資も鈍化する恐れ大。
世界経済の開放指数と不確実性指数の相関
https://voxeu.org/article/brexit-delay-will-not-postpone-deglobalisation

https://www.rieti.go.jp/jp/events/bbl/19022801_ito.pdf
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不確実性が高まる世界（２）

 IMF等も、世界経済の下降リスクとして、政策不確実性と地政学リスクの高まりを指摘

IMF World Economic Outlook 2019 April.

ユーラシアグループ「トップリスク2019」

「世界の地政学的情勢は、ここ数10年で最も危険な状態」

1.悪性の種―長期的な潜在リスク分子
米国の政治制度、欧州、同盟関係、
ポピュリズム/ナショナリズム

2.米中関係

3.熾烈化するサイバー戦争

4.欧州のポピュリズム

5.米国の内憂

6.イノベーション冬の時代

7.非有志連合（秩序破壊的な国家指導者たち）

8.メキシコ

9.ウクライナ

10ナイジェリア

※英国のEU離脱（ブレクジット）



4出典）久保田洋介・石垣圭一・大久保華子「CASEが助長する保護主義化と自動車産業の対応」知的資産創造（2009年4月）表２を元に作成

「我々は世界的なイノベーション冬の時代、つまり政治的圧力によって、次世代の新技術を推進するための財政
的・人的資本を減らさざるを得ない時代に向かっている。」 出典）ユーラシア・グループ「トップリスク2019」

①セキュリティ上の懸念から、各国政府が国家安全保障上重要な領域において外国のサプライヤーとの関わりを減らそうとしている
②個人情報の保護に関する懸念から、政府は国民のデータの利用方法をより厳しく規制するようになっている

③経済上の懸念から、各国が障壁を設けて、国内の有望な新興テクノロジー企業を海外の業界大手から守ろうとしている

CASE 業界動向 政策不確実性 イノベーション
阻害リスク

Connectivity 車両データの収集
ビックデータ解析
自動車メーカーとIT企業等の連携

国・地域におけるデータ保護・移転規制
（例：EUのGDPR、米国等のHuawei排除)

②

Autonomous 自動運転技術開発
自動車メーカーとIT企業等の連携
自動運転車両の市場投入

自動運転関連の技術や自国産業の保護
（例：米国のAI技術等の輸出規制（ECRA））
自動運転に関する規制
サイバー攻撃

①③

Shared
/Service

カーシェア・ライドシェア
MaaSの進展
自動車メーカーとIT企業等の連携

自動車の社会インフラ化に伴う公的規制
（例：タクシー業界の保護）
サイバー攻撃

①③

Electricity 電動化技術開発
自動車メーカーと電池メーカーの連携

電動化関連の技術や自国産業の保護
（例：中国の新エネルギー車規制）

③

不確実性が高まる世界（３）

例えば、自動車「CASE」は、重層的な政策不確実性に直面している。
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不確実性によるグローバル・サプライチェーンの再編
1990年代以降、ITにより製造工程がアンバンドル化し、グローバル・サプライチェーンを形成

（リチャード・ボールドウィン）

しかし、近年の地政学リスクや保護主義等により、グローバル・サプライチェーン寸断のリスク浮上。

強靭なサプライチェーンの再構築（リバンドル化・リショアリング）の動きが始まっている。

国A

工程２

工程３

国A
工程１

国C
工程３

国B

工程２

国A
工程１

国C
工程３

国B

工程２

デジタル化
第三次産業革命

グローバル化

デジタル化
第四次産業革命

地政学リスク
保護主義等

工程１

工程２

～１９８０年代 １９９０年代～ 現在～
製造工程のアンバンドル化・オフショアリング

垂直統合のバーチャル化 垂直統合のリアル化
製造工程のリバンドル化・リショアリング

工程１

は付加価値の高い工程

製造工程が国内で完結
ドメスティックな垂直統合

IoT, 
AI,ロ
ボット

低賃金
賃金上昇



２．不確実性に対応する組織能力
「ダイナミック・ケイパビリティ」
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「ダイナミック・ケイパビリティ」の理論

ダイナミック・ケイパビリティに必要な３つの能力

①脅威・機会の感知（Sensing）

②機会を捕捉して、資源を再構成・再結合し、
競争優位を獲得（Seizing）

③競争優位性を持続可能なものにするために
組織全体を変容（Transforming）

 不確実な世界では、利益最大化原理は、企業の行動指針たり得ない。
 不確実な世界では、環境変化に対応するために、組織内外の経営資源を再結合・再
構成する経営者や組織の能力（ダイナミック・ケイパビリティ）が競争力の源泉となる。
（デビッド・J・ティース・UCバークレー校ビジネススクール教授）

 デジタル化の意味は、「ダイナミック・ケイパビリティの強化」にある。

サプライチェーンのデータの収集・連携
AIによる予測・予知

エンジニアリング・チェーン（設計・開発）
特に工程設計、シミュレーション

多くの経験的証拠が支持するように、生産、経営の双方におけるプロセスの理解は、
プロセス改善のカギとなる。つまり組織は、理解していないプロセスを改善することはできない。
By D・J・ティース

デジタル化
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生産工程のデジタル化と「ダイナミック・ケイパビリティ」

生産工程におけるダイナミック・ケイパビリティの例
三菱電機のe-F@ctoryソリューションの場合（同社資料を元に作成）

オーディナリー
ケイパビリティ

 「オーディナリー・ケイパビリティ」：同じ顧客に同じ製品・サービスを提供するために、同じ技術を使い、同じ規模
で企業が活動する組織能力

 「ダイナミック・ケイパビリティ」：大きな変化に対応して企業の活動全体を変えたり、企業活動を拡張したりする
組織能力（メタ組織能力）

 IoT等のデジタル技術を、生産性向上や安定稼働に用いるだけでは、「オーディナリー・ケイパビリティ」止まり。

 デジタル技術によって「ダイナミック・ケイパビリティ」まで高めていくことが、これから目指すべき方向。

自動ライン
少品種大量

人セル
多品種少量

ロボットセル
多品種大量

SmartFactory2017
変種変量

SmartFactory2019
マスカスタマイ
ゼーション

生産性向上 ○ × ○ ○ ○

安定稼働 × × × ○ ○

柔軟性 × ○ ○ ○ ○

リアルタイム × × × ○ ○

工程変更 × ○ × × ○

ダイナミック
ケイパビリティ
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企業のDXとダイナミック・ケイパビリティ(1)

DX成功の可否は、協力的な企業文化に依存

 DXはダイナミック・ケイパビリティを高めるだけでなく、ダイナミック・ケイパビリティの高い企業が、DXに
成功する。

 しかし、DXに向けた取り組みが非常に有効だと回答した企業は、13%に過ぎない・・・。

重要なのは、「迅速さ」

出典）Harvard Business Review「デジタルトランスフォーメーションの再評価：企業文化とプロセスの不可欠な変化」
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 「有用なのは、ITだけではなく企業全体でアジャイルなアプローチを取ることです。

『真にアジャイルな企業では、現場のプロジェクトリーダーたちは、製品について重要な決断を下す権限を与えられ

ています』とヒンチクリフは言います。

『アジャイルは、多くの大手企業が現在有している従来型のプロジェクトやプログラムの管理制度と統合すると、機

能しなくなります。リーダーシップに至るレベルでアジャイルに投資しない限り、その恩恵を最大限に受けることは

できません。』」 出典）Harvard Business Review「デジタルトランスフォーメーションの再評価：企業文化とプロセスの不可欠な変化」

企業のDXとダイナミック・ケイパビリティ(2)



 地政学リスク等、不確実性の高い時代には、グローバル化による「規模の経済」の追求に、限界。

 したがって、不確実性の時代の製造業の戦略は、

①既に獲得した市場の囲い込みと深耕（製造業のサービス化（前方統合））

②小規模市場の多数獲得（マスカスタマイゼーション）

のウェイトが大きくなる可能性がある。

 ①②いずれにも、高いダイナミック・ケイパビリティ、そしてデジタル化が不可欠。

企業戦略の変化とデジタル化

不確実性の低いグローバル化の時代 地政学リスク等、不確実性の高い時代

A国 C国 A国 C国新規開拓 新規開拓

市場拡大
「規模の経済」の追求

既存市場の囲い込みと深耕
小規模市場の多数獲得

多品種少量
量産 サービス化

デ
ジ
タ
ル
化

デ
ジ
タ
ル
化

企業戦略の変化

時代の変化

製造業の変化



３．”Connected Industries”の
理論的基礎

ー「共特化」の原理ー
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Connected Industriesの理論的基礎：「共特化」の原理

無価値

 「共特化（co-specialisation）」資産と資産の間の相互補完関係による価値の創造
例）モバイル機器とリチウムイオン電池、自動運転とAI、半導体製造とレジスト、健康データとヘルスケア技術

IoTとは、ITとOTの「共特化」

 イノベーションとは、共特化資産の結合。

共特化の原理を巧みに利用することで、差別化、模倣困難化、費用の節約が可能。

 Connected Industriesの意義は、「共特化」のバリュー・チェーンの形成にある。

ただし、共特化の設計次第で、利益配分や支配力のポジションは変わる（ロックイン等）。

例）プラットフォーマー、グローバル・ニッチ・トップの中小企業

 共特化のニーズや機会を感知・捕捉し、結合する設計・実行能力がダイナミック・ケイパビリティ。

資産X

資産Y

資産X

資産Y

Ｘ社 Y社 Ｘ社 Y社

資産X

資産Y

Ｘ社 Y社

共特化①

価値Z社

無価値

単独では無価値

価値 価値 価値 価値

共特化③
結合することで、
X,Y両社に利益

結合をコーディネートした
Z社に最も大きな利益

資産X

資産Y

Ｘ社 Y社

共特化②

価値 価値

Y社により大きな
利益
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ダイナミック・ケイパビリティと垂直統合
 ダイナミック・ケイパビリティの高い大企業は、「共特化」のバリューチェーンをより広く支配下に置くべ
く、「垂直統合」を志向する可能性がある。

 近年、巨大IT企業等は、共特化資産であるハードウェアとソフトウェアの「垂直統合」を積極的に
進めている。単なる「規模の経済」ではなく、「共特化」原理を意識した戦略。

 日本企業は「自前主義」ゆえに失敗したとされてきた。しかし、近年の巨大IT企業やDXが進んだ
企業は、垂直統合（メガ自前主義！）を志向。

 製造業のサービス化（製品の運営・保守サービスのビジネス化）とは、消費市場への垂直統合
（前方統合）。

 ダイナミック・ケイパビリティが低い企業が自前主義を志向すると失敗する。自社に不足するケイパビ
リティは、他社との連携・協調やオープン・イノベーションで補完するのが合理的。

Ｘ社 Y社 Z社

資産Ｘ 資産Y 資産Z
共特化 共特化

ダイナミック
ケイパビリティ

Ｘ社

資産Ｘ 資産Y 資産Z
共特化 共特化

ダイナミック
ケイパビリティ

自社のケイパビリティが低い場合は、
他社のケイパビリティに依存

自社のケイパビリティが高い場合は、
自社内で共特化資産を保有（垂直統合）

デジタル化によって
ダイナミック・ケイパビリティが拡張
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不確実性と垂直統合（バーチャルな垂直統合のリアル化）
 不確実性（サプライチェーン寸断・変更のリスク）の高まりもまた、垂直統合・自社開発の方向へ
のドライブとなる。

 国家レベルであれば、不確実性は、海外依存度の低下・国産化・保護主義へのドライブとなる。

 逆に、各国の保護主義へのドライブが、不確実性をいっそう高め、さらに保護主義を加速する。
例）米国の保護主義、欧州のデータ保護主義、中国のデジタル保護主義や中国製造2025

 企業であれ国家であれ、ダイナミック・ケイパビリティの高い者が生き残る

Ｘ社 Y社 Z社

資産Ｘ 資産Y 資産Z
共特化 共特化

Ｘ社

資産Ｘ 資産Y 資産Z
共特化 共特化

ダイナミック
ケイパビリティ

Y社の立地国に地政学リスクがある場合、
X社は、ダイナミック・ケイパビリティを高めて、
資産YをY社に依存せず、自社開発を目指す

Ｘ社 Y社 Z社

資産Ｘ 資産Y 資産Z
共特化

ダイナミック
ケイパビリティ

Z社 Y社

Y社の立地国で
地政学リスク勃発

資産Y

グローバル・サプライチェーン

バーチャルな垂直統合

リアルな垂直統合
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巨大IT企業のメガ垂直統合に対抗する連携・協調戦略
 ダイナミック・ケイパビリティが不十分な企業は、企業間・産学官の連携・協調を強化する方向に向
かう。

 かつての系列はデジタル化によって、再度凝集力を強める可能性がある。 さらには、共同で協調領
域における共通プラットフォームを形成し、メガ垂直統合に対抗する。

 ただし、デジタル化をより進め、ダイナミック・ケイパビリティをより高めなければ、連携・協調も不可
能。

資産Ｘ 資産Y 資産Z
共特化 共特化

ダイナミック・ケイパビリティの拡大
Ｘ社

資産Ｘ 資産Y 資産Z
共特化 共特化

ダイナミック
ケイパビリティ

メガ垂直統合

Z社Y社Ｘ社

対抗

企業間連携の強化

共通プラットフォームの形成

資産Ｘ 資産Y 資産Z

Z社Y社Ｘ社

共通プラットフォーム
共特化 共特化 共特化大学・研究機関・

団体・政府による
協力・支援

ダイナミック・ケイパビリティの拡大



17

Connected Industries成功のカギ ー プレデジタル・コミュニティの存在

既存のサプライヤーとの協力関係をデジタル化

 企業間の連携・協調に成功している事例には、デジタル技術の導入以前に、すでに存在する企業間の信頼・
取引関係がある連携・協調の仕組み（企業間コミュニティ）を活用しているものがある。

 Connected Industriesの形成には、既存の企業間コミュニティのデジタル化・プラットフォーム化が有効。

ならば、プレデジタルな企業間コミュニティの形成・強化こそが、Connected Industries成功のカギ。

 プレデジタルな企業間コミュニティの形成に、政府・独法・地方自治体・大学・研究機関は貢献可能。

サプライヤーとの協力会

地域の生産協同組合等をプラットフォーム化

顧客企業B

企業Ｘ 企業Y 企業Z

サプライヤーサプライヤー サプライヤー

地域中小企業の生産協同組合

企業A（Tier0）

企業Ｘ 企業Y 企業Z

データ連携

サプライヤーサプライヤー サプライヤー

顧客企業C顧客企業A

受注 受注 受注

プラットフォーム

データ連携 データ連携

企業Ｘ 企業Y

企業Z

技術研究組合

技術研究組合をプラットフォーム化

デジタル技術
共同研究・成果共有



４．Connected Industriesの加速
ーエンジニアリング・チェーン戦略ー
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スマート製造の基本モデル

製品設計 工程設計 生産 販売・保守・サービス

実行層（MES）

計画層（ERP）

制御層（PLC）

設備・機器

企画研究

サプライチェーン

エンジニアリングチェーン

はデータの流れ

生産

計画層（ERP）

制御層（PLC）

設備・機器

企画研究
エンジニアリングチェーン

老朽化・複雑化・技術的負債化
事業部ごとにセグメント化

普及が不十分
ITとOTが接続せず

データ未収集・未活用
属人的なカイゼンによる
部分最適
工程ごとの縦割り
人手不足・高齢化
設備・機器の老朽化

軽視・弱体・人材不足

BOM（部品表）未整備
デジタル化（シミュレーション）の遅れ
試作の時間・コスト大
生産過程における「手戻り」作業の負荷大

自律的な製造現場に過剰に依存

サプライチェーン日本の製造業の平均的な実態
ビジネス化
できず
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既存システムの現状と課題
 ITシステムが、技術面の老朽化、システムの肥大化・複雑化、ブラックボックス化等の問題
があり、その結果として経営・事業戦略上の足かせ、高コスト構造の原因となっている「レガ
シーシステム」となり、DXの足かせになっている状態（戦略的なIT投資に資金・人材を
振り向けられていない）が多数みられる。

 DXを進める上で、データを最大限活用すべく新たなデジタル技術を適用していくためには、
既存のシステムをそれに適合するように見直していくことが不可欠である。

17.2 50.0 30.0 2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.強く感じる 2.ある程度、感じる 3.あまり感じない 4.全く感じない 5.その他

13.5

45.5

14.3

10.9

11.1

0

6.8

35.7

40.9

45.5

36.5

43.5

11.1

38.1

52.3

35.7

25.5

9.1

27

26.1

44.4

28.6

25

14.3

19.2

0

20.6

19.6

33.3

28.6

15.9

14.3

1.6

4.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

合計

建築・土木

素材製造

機械器具製造

商社・流通

金融

社会インフラ

サービス

約８割の企業が老朽システムを抱えている 約７割の企業が、老朽システムが、
DXの足かせになっていると感じている

（出典）一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「デジタル化の進展に対する意識調査」（平成29年）を基に作成
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【参考】 既存システムがDXの足かせとなっている理由

レガシーシステムが足かせと感じる理由は？

49

46

45

39

38

37

35

35

22

4

3

0 10 20 30 40 50 60

9.ドキュメントが整備されていないため調査に時間を要する

2.レガシーシステムとのデータ連携が困難

10.影響が多岐にわたるため試験に時間を要する

3.技術的な制約や性能の限界がある

4.有識者がいない、ブラックボックス化しているため触れた…

8.維持・運用費が高く、改修コストを捻出しにくい

1.分析に必要なデータが不足している、ない

6.特定メーカーの製品・技術の制約があり、多大な改修コス…

7.特定技術に関する技術者を確保するのに、多大なコストが…

5.メーカーのサポートが切れており触れたくない

11.その他

【Q.23-2】：足かせになっていると感じる理由をご選択ください。（いくつでも）(N=99)

（出典）一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「デジタル化の進展に対する意識調査」（平成29年）より
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既存システムの運用・保守に割かれてしまう資金・人材（１／２）
 我が国企業のIT関連費用の８０％は現行ビジネスの維持・運営（ラン・ザ・ビジネス）
に割り当てられている。

 この結果、戦略的なIT投資に資金・人材を振り向けられていない。

（出典）一般社団法人日本情報システム・ユーザー協会「企業IT動向調査報告書 2017」より

ラン・ザ・ビジネスとバリューアップのIT予算比は80:20

ラン・ザ・ビジネス予算90%以上の企業が約40%で大多数

IT投資における日米比較

（出典）一般社団法人電子情報技術産業協会「2017年国内企業の「IT経営」に関する調査」（2018年１月）より



2025年の崖
多くの経営者が、将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を活用して新たなビジネス・モデルを創出・柔軟に改変するデジタル・トランスフォーメーション

（＝DX）の必要性について理解しているが・・・
・ 既存システムが、事業部門ごとに構築されて、全社横断的なデータ活用ができなかったり、過剰なカスタマイズがなされているなどにより、複雑化・ブラックボックス化
・ 経営者がDXを望んでも、データ活用のために上記のような既存システムの問題を解決し、そのためには業務自体の見直しも求められる中（＝経営改革そのもの）、
現場サイドの抵抗も大きく、いかにこれを実行するかが課題となっている

→ この課題を克服できない場合、DXが実現できないのみでなく、2025年以降、最大１２兆円／年（現在の約３倍）の経済損失が生じる可能性（2025年の崖）。
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2025年
従来ITｻｰﾋﾞｽ市
場：ﾃﾞｼﾞﾀﾙ市場

＝6：4

メインフレーム担い手
の退職・高齢化

2014年
WinXPｻﾎﾟｰﾄ終了

2025年
SAP ERP

サポート終了

2024年
固定電話網
PSTN終了

人
材
面

2020年 2025年現在

2015年
IT人材不足約

17万人

2025年
IT人材不足

約43万人まで拡大

2020年
５G実用化

旧

－

新

技
術
面

そ
の
他

電力法的分離 2022年
ガス法的分離

2020年
Win７ｻﾎﾟｰﾄ終了

2030年
最大１２兆円/年

の損失

ソフトウエアのアドオン・カスタマイズの積み重ねによる一層の複雑化

・先端IT人材の供給不足
・古いﾌﾟﾛｸﾞﾗﾐﾝｸﾞ言語を
知る人材の供給不可PCネイティブの1960年代

世代が経営トップに

システム全体の
見直しが必要

システム全体の
見直しが必要

システム全体の
見直しが必要

基幹系システム21
年以上が２割

AI：一般利用進展
2020年以降
自動運転実用化

各領域のつながり

アジャイル開発が主流に

基幹系システム21
年以上が６割

膨大になるデータの扱いが困難に

ユーザ：
 爆発的に増加するデータを活用しきれず、
デジタル競争の敗者に

 多くの技術的負債を抱え、業務基盤その
ものの維持・継承が困難に

 サイバーセキュリティや事故・災害によるシ
ステムトラブルやデータ滅失・流出等のリス
クの高まり

ベンダー：
 技術的負債の保守・運用にリソースを割
かざるを得ず、最先端のデジタル技術を担
う人材を確保できず

 レガシーシステムサポートに伴う人月商売
の受託型業務から脱却できない

 クラウドベースのサービス開発・提供という
世界の主戦場を攻めあぐねる状態に

放置シナリオ
経
営
面

既存システムのブラックボックス状態を解消しつつ、データ活用ができない場合、
１）データを活用しきれず、DXを実現できないため、

市場の変化に対応して、ビジネス・モデルを柔軟・迅速に変更することができず
→ デジタル競争の敗者に

２）システムの維持管理費が高額化し、IT予算の９割以上に（技術的負債※）
３）保守運用の担い手不在で、サイバーセキュリティや事故・災害による

システムトラブルやデータ滅失等のリスクの高まり

2025年の崖

東京五輪 ＜2025年までにシステム刷新を集中的に推進する必要がある＞

2017年
従来ITｻｰﾋﾞｽ市
場：ﾃﾞｼﾞﾀﾙ市
場＝9：１

※技術的負債（Technical debt）：短期的な観点でシステムを開発し、結果として、長期的に保守費や運用費が高騰している状態
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【参考】負債を解消し、デジタルトランスフォーメーションにつなげるためには

 情報資産の現状を分析・評価し、仕分けを実施しながら、戦略的なシステム刷新を推
進する

機能ごとに右の4象限（案）で評価し、
今後のシステム再構築をプランニングする

A:頻繁に変更が発生する機能は
クラウド上で再構築

B:変更されたり、新たに必要な機能は
適宜クラウドへ追加

C:肥大化したシステムの中に不要な機能
があれば廃棄

D:あまり更新が発生しない機能は
塩漬け レガシーシステム

C. 機能縮小
・廃棄

A. 機能分割
・刷新

（クラウド上で再構築）

D. 現状維持
（塩漬け）

B. 機能追加
（クラウド上で機能追加）

DB

物理サーバ/仮想マシン

FW/MF

■ ▲ ● ◆



25

システム刷新：経営判断／先行
実施期間【～2020】
「見える化」指標による診断・仕分け
「DX推進システムガイドライン」を踏
まえたプランニングや体制構築
システム刷新計画策定
共通プラットフォームの検討 等

システム刷新集中期間（DXファースト期間）
【2021～2025】
経営戦略を踏まえたシステム刷新を経営の最優
先課題とし、計画的なシステム刷新を断行
（業種・企業ごとの特性に応じた形で実施）
不要なシステムの廃棄、マイクロサービスの活用に
よる段階的な刷新、協調領域の共通プラット
フォーム活用等により、リスクを低減

ブラックボックス状態を解消し
既存システム上のデータを

活用した本格的なDXが可能に
↓

新たなデジタル技術を導入し、
迅速なビジネス・モデル変革

を実現

DX先行実施：新たなデジタル技術の活用による新たなビジネス・モデルの創出
【2018～、できるものからDX実施】

2020年 2025年現在

対
策

【DXシナリオ】2025年までの間に、複雑化・ブラックボックス化した既存システムについて、廃棄や塩漬けにするもの等を仕分けしながら、必要
なものについて刷新しつつ、DXを実現することにより、2030年実質GDP130兆円超の押上げを実現。

2030年

ユーザ：
 技術的負債を解消し、人材・資金
を維持・保守業務から新たなデジタ
ル技術の活用にシフト

 データ活用等を通じて、スピーディな
方針転換やグローバル展開への対
応を可能に

 デジタルネイティブ世代の人材を中
心とした新ビジネス創出へ

ベンダー：
 既存システムの維持・保守業務か
ら、最先端のデジタル技術分野に
人材・資金をシフト

 受託型から、AI、アジャイル、マイク
ロサービス等の最先端技術を駆使
したクラウドベースのアプリケーション
提供型ビジネス・モデルに転換

 ユーザにおける開発サポートにおい
ては、プロフィットシェアできるパート
ナーの関係に

DXシナリオ

2017年
（IT人材分布比率）
ﾕｰｻﾞ(情ｼｽ) : ﾍﾞﾝﾀﾞｰ

=3：7

（IT人材分布比率）
ユーザ(全事業部門):ベンダー

=５：５（欧州並み）

2017年
（IT予算比率）

ﾗﾝ･ｻﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ：ﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟ
＝８：２

人
材
面

経
営
面

（IT予算比率）
ﾗﾝ･ｻﾞ･ﾋﾞｼﾞﾈｽ ： ﾊﾞﾘｭｰｱｯﾌﾟ

＝６：４
※GDPに占めるIT投資額

現在の1.5倍

2017年
（IT人材平均年収）

約600万円

（IT人材平均年収）
2017年時点の2倍程度

（米国並み）

追加的サービスにおける
システム全体の整合性を確

認する期間

数か月

サービス追加にかかる
リリース作業にかかる期間

数日間

その他
2017年

IT産業の年平均成長率
1%

IT産業の年平均成長率
６％

ユーザ企業のあらゆる事業部門で、
デジタル技術を活用し、事業のデジタル化を実現できる人材を育成

既存システムの維持・保守業務から最先端のデジタル技術分野にシフト

DX実現シナリオ

既存システムのブラックボックス状態を解消し、データをフルに活用した本格的なDXを実行
１）顧客、市場の変化に迅速・柔軟に対応しつつ、
２）クラウド、モバイル、AI等のデジタル技術を、マイクロサービス、アジャイル等の手法で迅速に取り入れ、
３）素早く新たな製品、サービス、ビジネス・モデルを国際市場に展開
⇒ あらゆるユーザ企業が”デジタル企業”に。 展望

マイクロサービスの導入やテスト環境の自動化により、
開発の効率化やリリース作業の短縮化

既
存
シ
ス
テ
ム

先行実施できる企業は早期
刷新でアドバンテージを獲得

実質GDP130兆円
超の押上げ

【Connected 
Industriesの深化】

技術的負債を解消しつつ、クラウドや共通PFの活用により投資を効率化
新たなデジタル技術の活用によりビジネス上投資効果の高い分野に資金をシフト

デジタル技術を活用した新規市場の開拓、社会基盤のデジタル化
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生産 販売・保守・サービス

実行層（MES）

計画層（ERP）

企画研究

サプライチェーン

はデータの流れ

サプライチェーン

デジタル化の進展に伴い、人的要素（競争力の源泉）は、エンジニアリング・チェーンへとシフト

生産

実行層（MES）
計画層（ERP）

企画研究
エンジニアリングチェーン

サプライチェーン

人的要素
（競争力の源泉）

日本の製造業の平均的な実態

人的要素
（競争力の源泉）

デジタル化した製造業

エンジニアリングチェーン

人的要素

フロント・ローディング
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エンジニアリング・チェーン：Connected Industriesのアキレス腱

ドイツ（設計＞製造現場）

 不確実性に対応し、共特化資産の結合を設計するのは、エンジニアリング・チェーン。

エンジニアリング・チェーンこそ、製造業の頭脳であり、ダイナミック・ケイパビリティの中核。

 サプライ・チェーンのデジタル化が進むにつれ、競争力のウェイトは、サプライ・チェーンから、エンジニア
リング・チェーンへと移っていく。

 日本の製造業は、製造部門の現場力は高いが、エンジニアリング・チェーン（特に、工程設計）
は弱体化しているのではないか？

 組織の肥大化やグローバル化により、設計部門が生産部門から遠くなり、設計力が低下？

その他、縦割りの製造現場（現場任せ）、工程設計（生産技術部）の弱体化（リストラ）、

システム工学（全体最適）の欠如といった問題点はないか？

設計

生産

日本（製造現場＞設計）

設計

生産

手戻り（設計変更）

設計部門が強く、
詳細な設計図を
トップダウンで指示

自律的な製造現場が
設計の修正・変更

設計部門が弱く、
後工程に負荷

日独ともに、製造業に優位があるとは言え、組織構造・文化は大きく異なる

製造現場が
設計図通りに製造
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「設計ー生産」連携：日本のエンジニアリング・チェーン戦略（アジャイル型）
 設計ー生産ー販売（顧客）の少人数の連携（「スクラム」）によって、顧客ニーズや生産部門
の現場力を設計部門に反映しつつ、試行錯誤を繰り返す戦略が有効（アジャイル型）。

 「設計ー生産ー販売」を同期的に連携させ、手戻りをなくすことで、設計から生産までのリードタイ
ムを極限まで短縮し、顧客への対応や製品の市場投入を迅速化するとともに、生産ノウハウを蓄
積して設計能力を進化。

 日本は、弱体化した設計部門（特に工程設計）を再生し、生産部門と再結合する必要があ
る。そのためにも、エンジニアリング・チェーンとサプライ・チェーンのデジタル化は有効。

（EーBOM（設計の部品表）とMーBOM（製造の部品表）の整備が大前提）

 「アジャイル型」は、日本の製造業のお家芸？今も、そうか？デジタル化は？

設計

生産

設計
生産

設計部門が
詳細設計を
トップダウンで
指示

顧客のニーズ、
製造現場の現場力を
設計部門に反映（スクラム）
生産ノウハウの蓄積と
設計能力の進化

アジャイル型生産ウォーターフォール型生産

販売

スプリント
スプリント

スプリント

スプリント
詳細設計
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ストレートが来るな

 不確実性が高い場合は、詳細設計の決定や生産をできるだけ先延ばし（アジャイル型）し、市場動
向をギリギリまで見極めた方が、成功する確率は高い（迅速な意思決定がいいとは限らない！）。

 ただし、それができるのは、市場動向を見極め、意思決定をした後は、既存の事業・組織を速やかに
変更できる高度な「ダイナミック・ケイパビリティ」を有する企業だけ。

不確実性、ダイナミック・ケイパビリティ、アジャイル型生産

胸元まで引きつけて、球種を見極め、
速いスウィングとバットコントロールで
確実にヒット！
どんな球種にも瞬時に対応可能

ストレートと予想したら、
フォークが来た。
スウィングが遅いので、
空振り・・・

フォークでいこう

ダイナミック・ケイパビリティの
高いバッター

平凡なバッター

球種が豊富で、
予測困難なピッチャー



事例紹介
（エンジニアリング・チェーンの強化）
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設計の可能性を広げるスタートアップ企業の出現①
 設計のデジタル化が進んだことにより、設計分野で、これまでにない画期的な技術を開発する
スタートアップ企業が登場しつつある。

 例）Nature Architects社（CEO 大嶋泰介氏（未踏スーパークリエータ）

ユーザーが求める機能から逆算して、メカニカル・メタマテリアルの構造を導出する独自のアルゴリズムを開発した

東大発ベンチャー



★コンピュータシミュレーションを用いた工業製品の
設計/開発が主流になりつつあるが…
最適な形状・設計を得ることは膨大な試行錯誤
が必要

→リードタイムが大きい

（＝人的・時間的コストが大きい）

以下を自動で最適化可能に：

実験と整合するパラメータ（材料物性）

作りたい形状を実現する製造条件

作りたい製品仕様を実現する設計

の設計/開発×AI  の取り組み

AI を組み合わせることで、
ものづくりの設計/開発の自動化を
目指しています

設計の可能性を広げるスタートアップ企業の出現②
(株)科学計算総合研究所



ローレルバンクマシン：ｖisualBOM-CSの導入
＜事業概要＞
 ローレルは、1946年の創業以来（約70年）、一貫して通貨処理機の専門メーカーとしてのものづくり。
 主なお客様は、貨幣を扱う金融・流通だが、警備輸送・交通・レジャー・医療・教育機関・官公庁への

製品の提供、そしてオフィス向けではセキュリティー関連の製品の提供など、幅広い分野に貢献。
 環境問題への関心が高まる中で、環境に配慮した「ものづくり」や品質向上など、お客様に信頼される

ものづくりを行う。時代が求める「技術とサービス」を考え、お客様の価値づくりに向けた取り組みを実施。
＜visualBOM-CSの連携概要＞

全42項目

○：計算可能
△：不明
×：計算不可

SolidWorks
チェックイン

導入前
板金部品の場合

SolidWorks

Smar
TEAM

SW
データ

チェックイン

全自動登録によるBOM生成 visual
BOM

登録は世界初！ コストシミュレーション

設計効率UPによって
フロントローディング化。
設計の上流から原価
分析できるシステム。

毎日のように設計
が変わって事務負
担が大きい。しかも
部品価格が正確で
はなく合わない・・・



TSC  Frontier & Fusion Area Unit

NEDO：AI を活用したシステムデザイン（AASD）

AASD (AI-Augmented System Design) ：設計開発に携わるエ
ンジニアの能力を AI によって拡張(Augment)するためのソフトウェア

– 製品の複雑化
– 多品種化・短サイクル

AIの急速な発展により、知的な作業が可能になりつつある
– 自然言語処理では「推論」「意味理解」が次のターゲット
– 製造業とAI企業の結びつきは日本が先行

言語整備、データの権利保護・流通など、規格制定の必要性
– サプライチェーンワイドで使える必要性
– 業界をまたいで展開する必要性 34

CAD (Computer Aided Design) 計算機による設計の支援

AASD (AI-Augmented System Design) AIによる設計能力の拡張

指示された図を正確に描くことはできる

設計内容を理解してチェックしてくれる

この厚さだと質量が過大です

ピストンリング内径が規格に適合しません

「2019年度 NEDO 『TSC Foresight』セミナー（第1回）」発表資料」



TSC  Frontier & Fusion Area Unit

AASD: AIにより設計者の能力を拡張する

セマンティックエンジン（意味理解エンジン）：AI処理系
– 意味を理解したデジタルツール間のデータ変換
– 設計情報の意味を理解し知識ベースから類似事例やトラブル事例の検索を行う

共通データと機密データを分離し、機密性を維持したデータ流通

35

機密データ

共通データ

AI処理系

「2019年度 NEDO 『TSC Foresight』セミナー（第1回）」発表資料」
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自動車産業におけるモデルベース開発
モデルとは
複雑な現象を説明するために用いられるｴｯｾﾝｽのみで単純化した理論や数式

燃焼モデル

空力モデル

衝突モデル

操安モデル

例）自動車
単純化

数式化操安ﾓﾃﾞﾙの中身

モデルベース開発の狙い
・試作車や試作部品を作らずに机上で商品開発を効率化する
・モデルを共通言語として部門間, 会社間の連携を飛躍的に強化する
・技術者の発想力を高め,新しい商品価値を創造する

（出典：マツダ株式会社）



モデルベース開発（MBD）の取り組み全体像

出所：「平成30年度 第2回MBD研究会 MBDに関わる経済産業省の取り組み報告」(平成30年9月21日、経済産業省)一部改変

 補助事業によるモデル構築等の支援に加え、国際連携、新領域検討や人材育成等の活動を推進
 ‘21年度からの民間主導による自走について検討を実施

公
表

非
公
表

モ
デ
ル
粒
度

粗い粒度
主にOEM
が利用

細かい粒度
主にサプライヤ

学が利用

自走する枠組みを検討中

国際連携人材育成

新領域検討

’18～’20年度補助事業

階
層
深
堀

 ガイドライン・
準拠モデルの作成 等

 EV・自動走行

 教育におけるモデル活用
 サプライヤー応援隊
 第４次産業革命スキル習得講座認定制度

 GL等の国際標準化

 ProSTEP ivip (独)
 System X (仏)

海
外
状
況
も
踏
ま
え

新
領
域
を
検
討
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まとめ：目指すべき産業構造と戦略の方向性
 地政学リスク等の不確実性の高まりは、従来のグローバル・サプライチェーンの破壊・再編の
引き金となっている。

 企業は、変化に対して俊敏・柔軟に対応するダイナミック・ケイパビリティを高める必要があ
る。

 デジタル化は、ダイナミック・ケイパビリティを飛躍的に高める。

 特にエンジニアリング・チェーンは、ダイナミック・ケイパビリティの中核をなす。不確実性の高い
世界における国の競争優位は、エンジニアリング・チェーンによって決まる。

 しかし、エンジニアリング・チェーンは日本の製造業のアキレス腱。エンジニアリング・チェーンの
重点強化は、今後のConnected Industries政策における喫緊・最重要の課題。

 企業のダイナミック・ケイパビリティを高めるためには、サプライ・チェーンのみならず、エンジニア
リング・チェーンのデジタル化を徹底し、アジャイルな生産方式を確立する必要がある。
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